
○　令和３年度　北海道計画の中間事業評価一覧（介護施設等整備分）

ケアハウス 施設

認知症高齢者グループホーム 施設

看護小規模多機能型居宅介護
事業所

施設

認知症対応型デイサービスセ
ンター

施設

介護予防拠点 施設

生活支援ハウス 施設

介護付ホーム 施設

計 施設

介護施設等の創設を条件に行
う広域型施設の大規模修繕・
耐震化整備

施設

介護施設等の開設・設置に必
要な準備経費に対する支援

施設

介護施設等の大規模修繕の際
にあわせて行う介護ロボッ
ト・ICTの導入に必要な経費

施設

介護予防・健康づくりを行う
介護予防拠点における防災意
識啓発の取組に必要な経費

施設

介護療養病床からの転換 施設

特別養護老人ホーム及び併設
されるショートステイ用居室
（多床室）のプライバシー保
護のための改修

施設

介護療養型医療施設の介護老
人保健施設等への転換整備

施設

介護施設等の看取り環境の整
備

施設

共生型サービス事業所の整備 施設

施設

施設

施設

施設

介護サービス提供基盤等整備事業
介護施設等の整備に関する事業

介護施設等の整備
に関する事業

　新型コロナウイルスの
影響により、木材の高騰
や資金繰りが困難等の理
由で、事業実施の見通し
が困難であったため、事
業計画後に断念した事業
が多かったため。

　地域密着型サービス等
整備事業は目標値、実績
数どちらも例年より減少
しているが、新型コロナ
ウイルス感染対策事業
は、昨年度から引き続き
大きな需要がある。
　引き続き地域密着型特
別養護老人ホームや認知
症高齢者グループホー
ム、小規模多機能型居宅
介護などの地域密着型
サービスをはじめ、各種
介護基盤の整備を着実に
進め、計画期間中に必要
とされているサービス量
の確保に努めることが必
要。

【R1】
目標値：40施設
実績数：28施設
【R2】
目標値：28施設
実績数：16施設

事業区分 事業の名称

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

事業の中間評価

今後の方向性

目標値（A）
見込数
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率 方向性 具体的な内容

　第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援
計画に基づき、計画期間中に必要と見込んだ整備
に対して補助を継続する。

①
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
施
設
等

継続

②
介
護
施
設
等
の
施
設
開
設

準
備
経
費
支
援
事
業

③
既
存
施
設
等
の
改
修
に
対
し
て
の

支
援

④ 介護施設等における簡易陰圧装
置・換気設備の設置に係る経費支援

⑤ 宿舎施設整備

⑥ ゾーニング環境整備

⑦ 多床室の個室化改修
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○　令和３年度　北海道計画の中間事業評価一覧（介護従事者の確保分）

　介護人材確保に関する雇用・
福祉・教育分野の行政機関、介
護事業所団体や職能団体等で構
成する「北海道介護人材確保対
策推進協議会」を設置し、これ
ら関係機関のネットワークを最
大限活用する中で、総合的に人
材確保対策を推進する。

回

　介護人材確保対策推進
協議会において、多様な
人材の参入促進や職場環
境の改善による定着・離
職防止といった即効性の
ある施策と幼少期からの
福祉・介護に対する理解
促進など長期的な視野に
立った政策展開について
議論を行い、介護人材の
総合的な確保対策の推進
に寄与した。

継続

　介護人材の確保は喫緊の課題。今後とも、協
議会を定期的に開催し、介護事業所団体や職能
団体などの関係機関と施策や取組を連携・協働
して、効果的な人材確保策を推進する。

高齢
（人材）

　介護事業所における職員の人
材育成や就労環境等の改善につ
ながる取組について、道が作成
する評価基準に基づき評価を行
い、水準を満たした介護事業所
に対し認証を付与し「見える
化」することで、働きやすい環
境の整備、新規参入の促進、離
職防止・定着促進を強力に推進
し、介護業界全体のレベルアッ
プとボトムアップを図る「認証
評価制度」のモデル的運用を行
う。

法人

　モデル事業者の支援、
模擬審査が終了し、審査
マニュアル及び介護事業
所向け導入支援ガイド

ブックの見直しを図ると
ともに、事例集の作成を
執り進めているところ。
次年度の本格実施に向け
て効果的な制度構築に資

することが出来た。

その他
（実施
事業に
移行）

　「認証評価制度実施事業」として、本事業の
検証結果を持って、認証評価制度を本格実施す
る。

高齢
（人材）

参
入
促
進

　中・高校生、高齢者や主婦層
等の一般の方を対象とした普及
啓発事業へ補助する。

団体

　目標を下回る見込み。
オンラインでの実施等、
新型コロナウイルス感染
防止対策に配慮しながら
の事業実施となったこと
から、コロナ以前と比べ
て補助事業者が減少して
いるが、コロナ禍におい
ても、感染対策を工夫し
て実施することで、介護
の仕事の普及啓発に資す
ることができた。

拡充

　多様な人材の参入促進を図るためにも、コロ
ナ禍においても、感染症対策を行いながら、若
年層や住民等の介護職に対する理解促進とイ
メージアップの取組を継続していくことが必要
であることから、今後も内容拡充のうえ、継続
する必要がある。

高齢
（人材）

延べ校

延べ人

　新型コロナウイルス感
染症による影響から、授
業が中止となる等、参加
児童・生徒数については
目標を下回る見込みであ
るが、参加した児童・生
徒の高齢者や障がい者に
対する理解促進に資する
ことができた。

高齢
（人材）

　将来の福祉・介護分野を担う人材の育成に向
け、コロナ禍においても、学校と協議の上、オ
ンライン授業を可能とする等、感染症対策を行
いながら、児童・生徒の高齢者や障がい者に対
する理解促進の取組を継続していくことが必
要。

体験学習等の
参加児童・生徒数

継続

介護人
材の
「すそ
野の拡
大」

介護のしごと魅力アップ
推進事業

補助事業者数

次世代の担い手育成推進
事業

　小・中学校等に、介護に関す
る有識者等をアドバイザーとし
て派遣し、講習会や体験学習等
の授業を行うことで、若年層の
段階からの介護に関する理解を
深め、興味・関心を高めること
により、将来の介護分野を担う
人材としての育成を図る。

アドバイザー派遣
学校数

基
盤
構
築

基盤整
備

介護従事者定着支援事業
（介護従事者確保推進協
議会の設置）

検討協議会の開催

認証評価制度基盤整備事
業

モデル事業者数

事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

　高齢者や主婦層等の多様な人
材の参入促進を図るため、介護
の役割や魅力等についての普及
啓発イベント等を開催するとと
もに、介護人材確保総合情報サ
イトを制作する。 件

　広告の影響もあり、当
初予想より多くの人数の
閲覧があった。また、中
止した普及啓発イベント
に代わり、普及啓発動画
を掲載したことも閲覧者
数の増加に影響したと考
えられる。

　新型コロナウイルス感
染症防止対策を徹底し、
オンライン職場見学会の
開催等柔軟に事業を展開
している。閲覧数が目標
を大きく上回る見込み
で、多くの一般道民に対
して介護の仕事について
の普及啓発に資すること
ができた。

継続

　長期的な視野に立った人材の参入促進に向
け、介護の役割や魅力等の普及の取り組みを継
続していくことが必要。本年度立ち上げた「北
海道介護のしごとポータルサイト」のコンテン
ツを充実させ、より道民の方がわかりやすいも
のとしていきたい。 高齢

（人材）

　福祉・介護サービス事業所等
の職場を体験する機会を提供す
ることにより、実際の現場の雰
囲気やサービス内容などを直接
知ることができる環境をつく
る。 人

　目標を下回る見込みだ
が、介護の仕事に興味が
ある者に対し、実際の現
場を体験する機会を提供
し、就労への意欲を喚起
するとともに、雰囲気や
サービス内容等を体験さ
せられたので、参入促進
の観点から政策効果が一
定程度得られている。

継続

　介護の仕事への就労意欲を喚起し、介護現場
への参入促進することに寄与しており、取組を
継続していくことが必要。

高齢
（人材）

参
入
促
進

　生活支援サービスを提供する
多様な主体の養成として、アク
ティブシニアと呼ばれる元気で
活力のある高齢者向けのセミ
ナーを開催し、ネットワークを
構築するなど、広域的な支援を
行う。

人

　セミナー開催時期が新
型コロナウイルス感染症
の感染が拡大した時期で
あったため、オンライン
配信を行う等、感染予防
に配慮した上で、工夫し
ながら実施することがで
きた。

継続

　生活支援サービスの担い手や多彩な社会活動
を紹介するセミナー、必要な知識を習得する講
座を開催し、アクティブシニアの方々の社会的
役割や自己実現につなげることができるよう事
業を継続することが必要であるため、これまで
のセミナー、講座の実施状況から、アクティブ
シニアが求めるセミナー内容や開催方法を分析
するとともに、市町村や関係団体と連携するな
ど、事業の実施方法を検討した上で実施する。

高齢
（支援）

　老人クラブ活動に係るパソコ
ン等の機器を活用した各種書類
作成や、ICTを活用した新しい
形のクラブ活動を推進するため
の職員資質向上研修の開催費用
を補助する。

人

老人クラブ ICT（情報通
信技術）支援指導者養成
講座について、２月まで
にオンラインによる開催
を予定しており、これに
より受講職員の資質向上
が図られる。

継続

老人クラブ活動の継続・活性化には、今後、一
層のICTの活用が求められることから、取組み
を継続していくことが必要。

高齢
（支援）

人

人

　地方会場の受講者希望
者が少なく、目標を下
回ったもの。次年度は受
講者が所属する障がい福
祉サービス事業所に本事
業の周知を徹底し、受講
者の確保に向けた取組を
行う。

地域の
マッチ
ング機
能強化

　福祉・介護に係る合同就職説
明会を実施するほか、キャリア
支援専門員の介護事業所や学校
等の訪問による求人・求職開
拓、ハローワークでの出張相談
など、就業ニーズに応じた職場
紹介や就職後のフォローアップ
を実施する。

人

　予定どおりに事業を展
開している。事業継続に
よる人材センター及びバ
ンクの認知度向上や、
キャリア支援専門員の継
続的な教育によるマッチ
ング力の向上等を要因と
し、介護人材の確保に直
接寄与している。

継続

　介護分野はあらゆる手法により人材を確保し
ていくことが必要であり、コロナ禍においては
特にその重要性が増しているところ。そのため
の多様な人材の参入促進に向け、異業種からの
転職者に対する就労支援等を活用し、引き続き
取組を継続していくことが必要。

高齢
（人材）

高齢
（人材）

　コロナ禍においても、感染症対策を行いなが
ら、高齢者や主婦、障がいを持つ方々といった
多様な介護人材を確保し、持続的かつ安定的な
介護サービス提供体制を確保する観点から、介
護未経験者の参入促進を図るため、取組を継続
していくことが必要。

障がい者の
初任者研修修了者

福祉人材センター運営事
業費
（福祉・介護人材マッチ
ング機能等強化事業）

マッチングによる
就職者数

　障がい者の修了者数
は、目標を下回る見込み
だが、受講料の減免及び
障がい者に対する介護職
員初任者研修の実施によ
り、介護分野の多様な人
材の参入促進に寄与でき
た。 拡充

職場体験事業

職場体験者数

介護予防・生活支援サー
ビス等充実支援事業
（アクティブシニア等活
躍支援事業）

アクティブシニア
向けセミナー

参入促
進のた
めの研
修

介護未経験者に対する研
修支援事業

　介護職員初任者研修指定事業
者等が介護職場での就業に必要
となる技能を習得する研修を行
う際に、その費用を支援するこ
とにより、介護分野における良
質な人材の安定的な確保及び多
様な人材の参入促進を図る。

初任者研修修了者

介護人
材の

「すそ
野の拡
大」

受講職員数

老人クラブ活動推進費

介護のしごと普及啓発事
業

ウェブサイト閲覧数
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

　アクティブシニアや主婦など
の地域の人材を、介護現場で直
接介助以外の周辺業務を担う人
材（介護助手）として確保・育
成する。
　地域人材とのジョブマッチン
グ及びOFFJTの実施に係る経費
の一部を助成する。

事業者

　新型コロナウイルス感
染症の影響により説明会
の開催が困難であったこ
とから、補助事業者数が
目標を下回ったもの。

　目標を下回る見込であ
るが、未経験者を含めた
地域人材の有効活用によ
り介護事業所内の労働環
境の改善及び介護人材の
職場定着に一定程度寄与
した。

拡充

　多様な介護人材を確保し、持続的かつ安定的
な介護サービス提供体制を確保する観点から、
高齢者や子育てを終えた主婦など地域の多様な
人材で介護を支えることは重要であり、本事業
を通じて介護分野への介護未経験者の更なる参
入促進を図るため、事業内容の見直しを行い、
取組を継続していく。

高齢
（人材）

　介護分野への介護未経験者の
参入を促進するため、より多く
の方が介護を知る機会とすると
ともに、介護分野で働く際の不
安を払拭できるよう入門的研修
を実施し、研修受講者に対して
マッチング等の就業支援を実施
する。

人

　新型コロナウイルス感
染症感染防止対策を講
じ、広めの会場を押さえ
る等の対応を行い、演習
においても、個人防護服
の着脱体験を取り入れ、
着用状態でその他体験を
行うなど、安心して受講
できる環境を整備したこ
とにより、受講者が増加
している。

　予定どおりに事業を展
開している。新型コロナ
ウィルス感染症の影響に
より、会場の変更等を
行ったが、研修受講ニー
ズが一定程度あり、目標
値を上回る見込みであ
り、介護人材の裾野の拡
大に寄与した。

継続

　多様な介護人材を確保し、持続的かつ安定的
な介護サービス提供体制を確保する観点から、
高齢者や子育てを終えた主婦など地域の多様な
人材で介護を支えることは重要であり、コロナ
禍においても感染防止対策を行いながら、入門
的研修の開催を通じて、介護分野への介護未経
験者の更なる参入促進を図るため、取組を継続
していく必要がある。

高齢
（人材）

参
入
促
進

　介護福祉士資格の取得を目指
す意欲ある留学生の修学期間中
の支援を図り、将来当該留学生
を介護の専門職として雇用しよ
うとする介護施設等の負担を軽
減するため、当該介護施設等が
行う奨学金等の一部を補助す
る。

人

　新型コロナウイルス感
染症の影響による入国制
限のため、予定されてい
た貸付が行われなかった
ことや、養成校が独自に
行っている、他貸付金を
活用する者がいたことに
より、目標を下回ったも
の。

　目標を下回る見込であ
るが、外国人留学生の修
学期間中の支援を図るこ
とで、将来、当該留学生
を介護の専門職として雇
用しようとする介護施設
等の負担軽減に寄与し
た。

拡充

　多様な介護人材を確保し、持続的かつ安定的
な介護サービス提供体制を確保する観点から、
外国人の参入促進を図るため、コロナ禍におけ
る外国人留学生の出入国状況等を注視しつつ、
取組を継続する必要がある。また、補助対象期
間に介護福祉士養成施設への入学を前提とした
日本語学校修学期間を追加を予定している。

高齢
（人材）

人

　高校の年次により貸付
金額は異なる制度で、貸
付金額の高い３年次に集
中したことから人数は低
調だが、金額では120％
の進捗。

人

　事業構築初年度であ
り、認知度が低いこと等
により、目標を下回った
ものと考えられる。

キャリ
アアッ
プ研修
の支援

回

人

人

　コロナ渦においても、
たんの吸引等の医療行為
を行う介護職員の需要が
あり、その養成に際し、
実地の研修で指導を行う
「実習指導者」の配置が
求められるため。

人

　目標を下回る見込み。
オンラインでの実施等、
新型コロナウルス感染防
止対策に配慮しながらの
事業実施となったことか
ら、例年以上に補助事業
者が減少しているが、コ
ロナ禍においても、感染
対策を工夫して実施する
ことで、介護職員のキャ
リア形成に一定程度寄与
することができた。

高齢
（人材）

高齢
（人材）

高齢
（人材）

　介護現場でたんの吸引等の医療行為を行う介
護職員を確保するために必要なことから、新型
コロナウイルス感染症の感染対策を行いなが
ら、事業を継続する。

　介護人材確保は喫緊の課題であり、現任職員
に対するキャリアアップ支援は、職場定着率向
上の観点からも重要な取組であることから、今
後も内容拡充の上、継続する必要がある。

　事業開始時期の遅れか
ら特に転職者向けの貸付
は低調だが、制度の照会
は多く、人材確保に一定
程度寄与した。

継続

　両貸付とも本年度の新設であり、さらなる周
知に努めながら取組を継続していくことが必要
である。

研修会の参加者数

　新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
事業者の研修実施の要望
が減少したため。

拡充

入門的研修実施事業

受講者数

外国人留学生生活支援事
業

外国人留学生の人数

　研修案内を全事業者に
送付するなど、積極的な
周知を展開するととも
に、一部研修内容をオン
ライン配信に変更したこ
とで、受講しやすい環境
整備を図った。

継続

資
質
の
向
上

キャリアパス支援研修事
業

　現任職員のキャリア形成を促
進するとともに、資質向上を図
るため、各種研修に係る費用を
補助する。
（介護サービス従事者の資格取
得や知識技術力のレベルアップ
のための研修、チームリー
ダー・初任者等の指導的立場と
しての視点や技術等を習得する
ための研修、その他人材の定着
支援に資する研修）

研修会の実施

介護職員等のたん吸引等
研修事業

　介護職員等に対するたんの吸
引等の医療行為の研修を実施す
る。
　認定証取得後、ブランクがあ
る介護職員等に対する研修を実
施する。

実習指導者事前講習

都道府県研修・実習

地域の
マッチ
ング機
能強化

福祉系高校修学資金等貸
付事業

　福祉系高校の修学支援及び他
業種から介護分野への転職者に
対する就労支援に係る道社協の
貸付業務に対し補助する。

貸付人数（福祉系高
校）

貸付人数（転職者）

介護助手普及促進事業

雇用者数
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

人

　現任職員の資質向上を図るた
め、業務遂行上必要な各種初
任・専門研修を実施する。

回

　予定どおりに事業を展
開している。集合研修に
おいて、新型コロナウィ
ルス感染症対策を徹底し
実施するとともに、e-
ラーニング等によるWeb
研修等も組み合わせて実
施しており、介護職員の
資質向上に寄与した。

継続

　介護職員の資質向上と職場定着を図るため、
継続して事業を実施する。

高齢
（人材）

　介護保険サービス事業所が職
員に対し医療に関する知識を深
める研修等を実施する経費を助
成する。

事業所

　新型コロナ感染拡大の
影響により、介護事業所
が感染対策を講じた研修
内容が申請期限までに定
まらず申請に至らなかっ
た事業所があったため、
補助事業所数が目標値を
下回った。

　介護職員が医療的知識
を習得することにより、
より質の高いケアが期待
できることから、次年度
以降も、引続き実施事業
者数の確保に努めならが
ら、実施する。

継続

　介護職員が医療的知識を習得することで、よ
り質の高いケアが期待でき、また同じテーマの
研修を医療職と介護職が受けることより研修を
通じた相互交流や連携が期待できることから、
次年度以降も引き続き、実施事業者数の確保に
努めながら実施する。

高齢
（支援）

キャリ
アアッ
プ研修
の支援

延べ
事業所

延べ
機種

延べ
箇所

　初任介護支援専門員に対し、
地域の主任介護支援専門員が同
行して指導・支援するＯＪＴを
実施する。

人

　所属する事業所の許可
がなければ受講できない
研修であり、新型コロナ
ウイルス感染症の影響か
ら、受講を見送る事業所
が多く、目標を下回った
もの。

　新型コロナウイルス感
染症の影響はあったが、
研修実施により、ケアマ
ネジメント能力の向上に
資することができた。 継続

　地方においては新しく介護支援専門員資格を
取得する人材が少ないことから、本研修のニー
ズは高く、引き続き事業を継続する。

高齢
（支援）

　主任介護支援専門員に対し、
具体的な指導方法の演習（フォ
ローアップ研修）を実施する。

人

　新型コロナウイルス感
染症感染防止対策とし
て、オンラインによる研
修開催としたことから、
道内各地から参加がしや
い等の理由から目標を上
回ったもの。

　ZOOMを利用し、スー
パービジョンをテーマに
研修を実施し、本道主任
介護支援専門員の、介護
支援専門員に対するスー
パーバイズ(監督指導)の
技術向上に資することが
できた。

継続

　本研修のニーズは高く、引き続き事業を継続
する。

高齢
（支援）

　保健・医療・福祉の連携調整
や、多職種連携など、主任介護
支援専門員として知識の習得や
技能の向上を図るための研修を
実施する。

人

　新型コロナウイルス感
染症感染防止対策とし
て、例年１回の集合研修
であるところを、今年度
は℮ラーニングを視聴後の
レポート提出というオン
ライン方式で２回開催し
たことから目標を上回っ
たもの。

　目標値の約2倍の受講
者が受講修了見込みであ
り、主任介護支援専門員
として必要な知識の習得
及び技能の向上に資する
ことができた。

継続

　本研修のニーズは高く、引き続き事業を継続
する。

高齢
（支援）

　各項目について目標値
を上回る見込みとなって
おり、介護ロボット・
ICTの普及に寄与した。

高齢
（人材）

資
質
の
向
上

　事業の周知が進み、講
習会の要望が増えたこと
から、目標を上回った。
また、来場者により興
味・関心を持ってもらえ
るよう、展示ロボットの
種類を増やして実施して
いる。

　介護人材確保のため、生産性の向上を図って
いく必要があり、事業を継続する。

公開事業所において
使用評価を行う介護
ロボット

移動公開事業及び
講習会

介護支援専門員資質向上
事業
（初任介護支援専門員
OJT事業）

受講者数

介護支援専門員資質向上
事業
（主任介護支援専門員
フォローアップ研修事
業） 受講者数

介護支援専門員資質向上
事業
（主任介護支援専門員資
質向上研修事業）

継続

介護職員等研修事業

研修会の開催

介護関係職員医療連携支
援事業

事業所数

介護ロボット普及推進事
業
（機器の無償貸与、普及
推進センターの運営）

　道内４地区に普及推進セン
ターを設置し、介護施設等で需
要が高い機器の希望する事業所
への無償貸与や、
　介護ロボットの視察・見学の
受け入れ、介護職員や小中高生
を対象とした移動研修会・講習
会を開催する。

無償貸与により介護
ロボットの使用評価
を行う事業所

受講者数

フォローアップ研修
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

　喀痰吸引等の研修機関として
新たに登録するもののうち、条
件を満たす研修機関対し、初度
経費の助成を実施する。

箇所

　新規登録予定の研修機
関が補助要件を満たすこ
とで助成対象となるか精
査するとともに、引き続
き、介護職員の研修体制
を確保しやすい環境を整
備していくことが必要。

継続

　介護職員の研修環境を確保し、医療、介護、
生活支援サービスが切れ目なく提供される体制
の確保のため、補助要件を見直した上、引き続
き事業を継続する。

高齢
（運営）

資
質
の
向
上

研修代
替要員
の確保
支援

　現任職員に「実務者研修」等
を受講させるため、代替職員を
新たに雇用した場合、その雇用
に要する人件費等を補助する。

人

　予定どおりに事業を展
開している。
　研修を受けやすい環境
整備に成果を上げてお
り、昨年度実績を上回る
見込みとなっている。

継続

　介護職員の資質の向上には、研修を受講しや
すい環境を整備することが重要であることか
ら、取組を継続していく必要がある。

高齢
（人材）

　潜在的有資格者等に対する就
労意欲の喚起を図り、再就業を
支援するための講習会等を実施
する。

回

　６地区で講習会を実施
し、そのうち一部地区に
て複数回講習会を開催す
るなど、多くの受講機会
を確保したことから目標
を上回ったもの。

　予定どおりに事業を展
開している。
　介護人材の確保には、
離職した介護福祉士等有
資格者の活用も重要であ
り、届出制度の利用を図
りながら、潜在有資格者
の再就職促進に寄与し
た。

継続

　多様な介護人材を確保し、持続的かつ安定的
な介護サービス提供体制を確保する観点から、
介護分野での就業を希望する潜在的有資格者等
に対する再就業のための研修会、相談支援、コ
ロナ禍で貸付額を拡充した再就職準備金の活用
促進等は、潜在的有資格者等の参入促進に寄与
しており、取組を継続していく必要がある。

高齢
（人材）

　潜在的有資格者等の再就業を
促進するため、介護分野での就
業を希望する有資格者等の介護
保険施設等への照会予定派遣を
実施する。 人

　予定どおりに事業を展
開している。コロナ禍で
職を失った方の雇用確保
に寄与した。

継続

　コロナ禍で職を失った方の雇用確保にも効果
的で、雇用者・事業者双方からのニーズも高い
ことから、紹介予定派遣人数を引き続き140名
とし、取組を継続していく。 高齢

（人材）

　介護事業所等への説明会等を
通じ、介護福祉士等が離職した
際の届出制度の周知・普及を図
るとともに、届出者に対する最
新の介護保険制度や再就業のた
めの研修会、職場体験の開催案
内等の情報提供のほか、再就職
準備金事業の活用など再就業に
向けた個別の相談支援を行う。 回

　予定どおりに事業展開
している。
　介護人材の確保には、
離職した介護福祉士等の
活用も重要であり、届出
制度の利用を図りなが
ら、潜在有資格者の再就
職促進に寄与した。

継続

　多様な介護人材を確保し、特にコロナ禍にお
いても、持続的かつ安定的な介護サービス提供
体制を確保する観点から、福祉人材センターに
届出された離職した介護福祉士に対する再就業
のための研修会、職場体験の開催案内などの情
報発信のほか、コロナ禍で貸付額を拡充した再
就職準備金の活用など再就業に向けた相談支援
は、介護福祉士等の再就業の促進に寄与してお
り、取組を継続していく必要がある。

高齢
（人材）

人

人

人

　指定サービス事業所の人員基準を満たすため
に必要な研修であり、その機会を継続的に確保
しなければならないため、引き続き同様の開催
頻度で実施していく。

資
質
の
向
上

潜在有
資格者
の再就
業促進

福祉人材センター運営事
業費
（潜在的有資格者等再就
業促進事業） 潜在的有資格者の

再就職支援講習会
実施回数

潜在的介護職員等活用推
進事業

派遣（就職）者数

離職した介護福祉士等の
再就業促進事業

説明会の開催

地域包
括ケア
構築の
ための
広域的
人材育
成

認知症対策等総合支援事業

管理者研修受講者数

計画作成担当者研修
受講者数

開設者・管理者・計画
作成担当者・介護指導
者フォローアップ研修

　受講の義務付けがある
研修のため、可能な限り
の感染防止対策を講じた
上で開催したものであ
り、受講者の理解も概ね
広く得られた。

介護職員等たん吸引等研
修事業
（登録研修機関初度経費
支援事業）

登録研修機関

実務者研修等支援事業

実務者研修等の
受講者数

　開設者、管理者、小規模多機
能型サービス等計画作成担当
者、指導者フォローアップ研修
により認知症介護技術の向上及
び専門職員を養成する。

開設者研修受講者数

　研修実施機関が対応可
能とする定員数を基準に
目標値としていることに
加え、新型コロナの影響
により収容率を50%以下
に抑えて実施したことか
ら、目標値との間に相当
の差が生じた。

拡 充
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

人

　例年どおり所定の受講
者を確保することができ
た。

　資質向上や情報共有、ネットワーク作りの場
として有意義であることから、継続的に実施し
ていく。

人

　オンライン方式での開
催により、医師である受
講者にとって参加しやす
い環境を確保することが
できた。

　適切な認知症の知識や技術を習得すること
で、認知症当事者と家族への支援体制の構築を
図る効果が期待されるため、今後も引き続き研
修を実施していく。

人

　オンライン方式での開
催により、看護師である
受講者にとって参加しや
すい環境を確保すること
ができた。

　適切な認知症の知識や技術を習得すること
で、実践的な対応力の向上が期待されるため、
今後も引き続き研修を実施していく。
　なお、令和４年度においては、事業を拡充
し、病院勤務以外の看護師等を対象とした同研
修を行う。

人

　新型コロナの影響を踏
まえ、オンライン方式と
したことにより、一定の
受講者が確保されたが、
目標値には若干届かな
かった。

　目標値は下回ったもの
の、オンライン方式での
開催により、医療従事者
である受講者にとって参
加しやすい環境を確保す
ることができた。

　適切な認知症の知識や技術を習得すること
で、病院における患者対応の質的向上が期待さ
れるため、今後も引き続き研修を実施してい
く。

資
質
の
向
上

地域包
括ケア
構築の
ための
広域的
人材育
成

人

　フォローアップ研修、
事例検討会ともに、新型
コロナの影響を踏まえ、
オンライン方式とした
が、医師会との協議の結
果、後者の開催回数を２
回から１回としたことな
どから、目標値には若干
届かなかった。

　目標値は下回ったもの
の、オンライン方式での
開催により、医師である
受講者にとって参加しや
すい環境を確保すること
ができた。

　資質向上や情報共有、ネットワーク作りの場
として有意義であることから、継続的に実施し
ていく。

人

　国研修センターの判断
により昨年度は数名の受
講に限られていたが、今
年度は定員が大幅に引き
上げられたため、目標値
を大きく上回ることと
なった。

　国研修センターがオン
ライン方式で開催したこ
とにより、医師である受
講者にとって参加しやす
い環境が確保された。

　認知症医療の推進役となるサポート医が、広
く全ての市町村に配置されるよう、今後も引き
続き研修を実施していく。

人

　振興局単位で開催する
当該会議については、新
型コロナの影響により、
全振興局で開催すること
ができず、目標値には遠
い水準に留まった。

　目標値は下回ったもの
の、オンライン方式での
開催により、行政や地域
包括支援センター職員で
ある受講者にとって参加
しやすい環境を確保する
ことができた。

　資質向上や情報共有、ネットワーク作りの場
として有意義であることから、継続的に実施し
ていく。

高齢
（支援）

拡充

初期集中支援チーム員
等研修・認知症地域支
援推進員ネットワーク
会議

　初期集中支援チーム員等への
研修及び地域支援推進員ネット
ワーク会議を実施し、人材の確
保及び資質の向上を図る。 認知症地域支援推進

員ネットワーク会議
参加者数

サポート医等フォロー
アップ研修事業

　サポート医養成、フォロー
アップ研修及び事例検討会を実
施し、人材の育成を図る。

フォローアップ研修
受講者

看護職員研修
受講者数

医療従事者研修
受講者数

かかりつけ医・看護
師・サポート医・病院
の医療従事者研修

　かかりつけ医、看護職員、医
療従事者に対する認知症対応力
向上研修を行い、支援体制の構
築を図る。

かかりつけ医研修
受講者

サポート医研修
受講者数

介護指導者フォロー
アップ研修受講者
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

人

　今年度は全ての開催回
が道外での集合研修で
あったため、多くのチー
ム員が新型コロナの感染
リスクを懸念し、実際の
申込者は少数に留まっ
た。

　少数ではあるものの、
受講を必要とする者につ
いての修了は達すること
ができた。

　チームは全市町村に設置されているが、異動
による人員の入れ替えなどがあるため、今後も
継続的に研修を実施していく。

初期集中支援チーム員
フォローアップ研修事
業

　認知症施策を企画・運営する
者へ研修を行い、地域環境整備
を図る。

人

　オンライン方式による
開催だが、安定的な通信
状態を確保するためには
接続回線数を制限せざる
を得ず、全市町村を対象
とすることはできなかっ
た。

　目標値は下回ったもの
の、オンライン方式での
開催により、行政や地域
包括支援センター職員で
ある受講者にとって参加
しやすい環境を確保する
ことができた。

　資質向上や情報共有、ネットワーク作りの場
として有意義であることから、継続的に実施し
ていく。

人

　オンライン方式による
開催だが、受講環境を確
保できない希望者などが
一定数あり、目標値を下
回った。

　目標値は下回ったもの
の、オンライン方式での
開催により、行政や地域
包括支援センター職員で
ある受講者にとって参加
しやすい環境を確保する
ことができた。

　認知症当事者の視点を体験することにより、
当該疾病への理解促進が期待されることから、
今後も引き続き研修を実施していく。

人

　当該研修は、下記
「コーディネーター研
修」の講師役を養成する
ものであり、開催回数を
１回とすることにした都
合上、養成者数も１名に
留め、結果として目標値
を下回った。

　少数ではあるものの、
講師役１名の養成は達す
ることができた。

　全ての市町村で認知症サポーターを中心とし
た支援チーム（チームオレンジ）の整備が促進
されるよう、今後も引き続き養成研修を実施し
ていく。

回

　新任者向け研修と現任
者向け研修を複数回開催
する考えであったが、後
者の研修方法や内容検討
に期日を要し、前者を１
回開催するに留まったた
め、目標値を下回った。

　新任者向け研修のみで
はあるが、昨年度に受講
できなかった市町村から
多数の参加があり、一定
の目的は達せられた。

　全ての市町村で認知症サポーターを中心とし
た支援チーム（チームオレンジ）の整備が促進
されるよう、今後も引き続きチーム立ち上げに
中核的な役割を果たすコーディネーター向け研
修を実施していく。

資
質
の
向
上

地域包
括ケア
構築の
ための
広域的
人材育
成

　歯科医療従事者に対し認知症
ケアの基礎知識や歯科診療を行
う上で配慮すべきこと、医療と
介護の連携の重要性を習得する
ための研修を実施する。 人

　事業内容として医療・
介護双方の観点に基づい
て教授しており、医療介
護連携の深化にも結び付
いている。 継続

　国が設定した歯科医師の認知症対応力向上研
修受講者数の目標値が、新オレンジプランの
2.2万人から、認知症施策推進大綱で4万人に引
き上げられたこと、また、認知症を有する人等
への安心安全な歯科医療を提供するため、引き
続き道内各地での研修を継続する必要がある。

地保

　薬剤師が認知症患者やその家
族を支援するため、認知症の基
礎知識や患者の状況に応じた薬
学的管理などの対応法について
研修を実施する。

人

　高齢者が住み慣れた地
域で暮らし続けるには、
地域包括ケアシステムの
構築が重要であり、日ご
ろから高齢者と関わる機
会の多い薬剤師が軽度認
知症患者に早期に気づ
き、関係機関と連携する
ことは地域包括ケアシス
テムの推進に大きな役割
を持つ。

継続

　薬剤師を対象に、認知症の基礎知識や患者の
状況に応じた薬学的管理などの対応法について
研修を実施することは極めて重要である。引き
続き、事業を継続して実施していく。

医薬
（薬務）

拡充
高齢

（支援）

初期集中支援チーム
員研修受講者数

チームオレンジ・
コーディネーター研
修

初期集中支援チーム
員フォローアップ研
修受講者数

歯科医療従事者認知症対
応力向上研修事業

受講者数

薬剤師認知症対応力向上
研修事業

受講者数

　本人の支援ニーズと認知症サ
ポーターとを繋ぐ仕組み（チー
ム）の整備に向け、必要な研修
等を行う。

認知症にやさしい地
域づくり研修参加者
数

オレンジ・チュー
ター養成研修

認知症にやさしい地域
づくり研修事業
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

人

回

回

　在宅医療・介護連携に
関する相談支援の役割を
担う者に対し研修を行っ
たことで、コーディネー
ター等の資質向上が図ら
れた。

回

　広域支援員、専門職の
派遣については、経年的
に支援している地域もあ
り、地域ケア会議を開催
していく上での課題を明
確にし、それを解決に結
びつけるなど、専門職等
の資質向上が図られた。

人

市町村

　新型コロナウイルス感
染症による影響や開催地
から遠方の市町村の参加
が少なかったこと等によ
りコーディネーターフォ
ローアップ研修受講市町
村数が目標に達しなかっ
たもの。

資
質
の
向
上

地域包
括ケア
構築の
ための
広域的
人材育
成

　歯科衛生士等が、地域ケア会
議において、多職種の役割やケ
アプランを踏まえ、専門的見地
から適切な助言をするための研
修会を実施する。 人

　地域包括ケアシステム
を理解し、地域ケア個別
会議等において高齢者の
栄養の改善及び口腔機能
の向上に係る具体的な専
門的助言ができる歯科衛
生士等の人材育成ができ
ている。

継続

　未就業の歯科衛生を含め広く受講を呼びかけ
るため、引き続き受託者である歯科衛生士会の
みならず、市町村や関係団体等を通じて周知を
図る。
　本研修会で育成された歯科衛生士の広域的な
人材活用の方法等を検討していく。

地保

回

箇所

回

高齢
（支援）

高齢
（支援）

医薬
（看護）

継続

　今後はより効率的な企画検討会の実施を検討
しっつ、研会の内容の充実を図り、タイムリー
な話題を取り上げていく。

看護職員等研修事業
（看護管理研修事業）

　介護施設や訪問看護ステー
ション等の看護管理者等を対象
に、在宅療養支援にかかるマネ
ジメント力向上のための研修を
行う。

企画検討会議
実施回数

地域別研修会
開催箇所数

課題別研修会
開催回数

介護予防・生活支援サー
ビス等充実支援事業
（生活支援コーディネー
ター養成）

　市町村に配置される生活支援
コーディネーターを対象に、活
動を行うための基礎知識の習得
やスキルアップを目的とした研
修を実施する。（基礎編、応用
編（フォローアップ））

コーディネータ－研
修受講者数

　現時点では計画通りに
実施されており、有効
性・効率性の観点からも
適切な事業実施であると
考えられる。

地域包括支援センター機
能充実事業
（センター職員研修）

　市町村での地域ケア会議の定
着と充実を図るとともに、セン
ター職員の資質向上を支援す
る。（センター職員を対象とし
た研修、地域ケア会議への専門
家派遣、在宅医療・介護連携
コーディネーター育成など）

センター職員研修
受講者数

　生活支援コーディネーターがスキルアップす
ることで、より介護予防・生活支援サービスを
充実させることが期待できるため、次年度以降
も引き続き、受講者の確保に努めながら実施す
る。

コーディネータ－
フォローアップ研修
受講市町村数

食・口腔機能改善専門職
等養成事業

研修受講者数

継続

　本事業により、市町村の医療介護連携や介護
予防、地域ケア会議の充実が図られているが、
地域間格差も認められるため、開催方法の見直
しを行うなど新型コロナウイルス感染症の拡大
防止を考慮しつつ、引き続き支援を行う必要が
ある。

センター意見交換会

在宅医療・介護連携
コーディネーター
育成研修

広域支援員、
専門職の派遣

継続

　市町村に配置された
「生活支援コーディネー
ター」が、自身の役割を
理解し、高齢者のニーズ
や地域課題をアセスメン
トするための手法を知る
ことで、スキルアップが
図られた。

　地域包括ケアシステム
の深化・推進のための中
核機関である地域包括支
援センターが行う事業に
対応できるよう、道が広
域的な支援としてセン
ター職員を対象とした研
修等を行ったことで、職
員の資質の向上が図られ
た。
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

　訪問看護ステーションの人材
育成にかかる実態把握、課題検
討やステーション等の看護職員
の技術向上及び各地域特性に応
じた医療機関と訪問看護の連携
強化を目的とした会議や研修を
行う。

箇所

　現時点では計画通りに
実施されており、有効
性・効率性の観点からも
適切な事業実施であると
考えられる

継続

　各保健所において、従来の看護連携に加え、
新型コロナにおける訪問看護の連携促進にも、
当事業を活用し、地域に応じた医療機関との連
携をより強化する。 医薬

（看護）

回

人

　新型コロナウイルス感
染症流行のためwebでの
実施になったことで参加
しやすくなったことか
ら、参加人数が増加し
た。（本来対面で実施す
べき技術面の研修ができ
ていないため内容は一部
不十分な点があると考え
られる）

圏域

人

人

　セミナーについては、
参加者間の連携が主題の
１つであることなどか
ら、オンライン方式で行
うことが難しく、今年度
は開催を見送ることとし
た。

人

市町村

人

高齢
（支援）

高齢
（支援）

医薬
（看護）

継続

訪問看護師確保支援事業 　高齢化の進行や地域完結型医
療への転換により、今後、需要
が増大する訪問看護人材の確保
のため、看護学生や未就業看護
師等、様々なキャリアの看護師
に対し、訪問看護師としての就
業を促進するとともに、訪問看
護ステーションの離職防止に向
けた人材育成体制を構築する必

要がある。

各圏域の実態把握

　現時点ではほぼ計画通
りに実施されており、有
効性・効率性の観点から
も適切な事業実施である
と考えられる

継続

　新型コロナの影響で訪問看護ステーションへ
の事業説明、フォローの機会が減ってしまった
が、WEBを活用して事業周知や会議の開催を行
えるようになっているため、今後も状況に応じ
効果的な方法を検討しながら、人材育成体制を

構築する。

資
質
の
向
上

地域包
括ケア
構築の
ための
広域的
人材育
成

　人材養成を進めること
で、地域づくりによる介
護予防の取組の推進が図
られている。

地域リハビリテーション
指導者養成等事業

　リハビリテーション専門職
（理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士）に対する介護予防に
関する研修を実施する。
　元気な高齢者が、リハビリ
テーション専門職の支援を受け
て体操教室等住民主体の自主
サークルを立ち上げ運営するこ
とで、介護予防の効果に加え、
地域における支え合い活動の推
進を図る「地域づくりによる介
護予防推進事業」を実施する。

地域リハビリテー
ション連携強化研修
受講市町村数

住民主体の自主グ
ループ育成支援（現
地支援）

　新型コロナウイルス感
染症及びその対策の影響
により、希望する市町村
がなく、グループ支援の
実施がない。また、成果
報告会の開催を見送って
いる。

権利擁護人材養成市
町村セミナー参加者
数

継続

　地域における権利擁護体制の構築・充実に向
け、市町村への補助事業を継続的に実施すると
ともに、権利擁護人材の育成・資質向上に向
け、市町村の取組を支援するセミナーを引き続
き開催する。

　セミナーは見送ること
とした一方、市町村が行
う養成講座は、概ね例年
どおり実施され、十分な
受講者が確保できた。

研修受講者数

権利擁護人材育成事業 　市町村が行う権利擁護人材
（市民後見人等）の育成に対し
補助する。

市町村における
養成講座受講者数

　リハビリテーション専門職等が、介護予防事
業や地域ケア会議等において、指導的役割を果
たせるよう引き続き人材養成をおこない、もっ
て地域の介護予防や生活支援体制の構築を図っ
ていく。

訪問看護人材確保研
修会の参加者数

訪問看護連携強化事業

地域看護連携推進会
議開催箇所数

訪問看護師人材確保
検討協議会の実施回
数

拡 充
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

市町村

回

人

　新型コロナウイルス感
染症の影響により、受講
希望者が伸び悩んだも
の。一部の回をオンライ
ンで実施したが、受講者
があまり伸びなかった。

勤務環
境改善
支援

　労務管理や職場環境の改善に
係る専門員を配置し、介護事業
所等への訪問や電話等による相
談支援を実施するとともに、管
理者等を対象とした雇用管理改
善や職員の健康管理に関するセ
ミナー等を開催する。

回

　新型コロナウイルス感
染症の影響を受け、目標
値を下回る見込みだが、
介護職員の人材確保策の
１つである職場定着・離
職防止の促進及び労務管
理や環境改善に一定程度
寄与した。

継続

　介護人材の職場定着・離職防止を通じて、持
続的かつ安定的な介護サービス提供体制を確保
する上で、離職の背景にある職場内のコミュニ
ケーション不足や心身への負担の軽減に資する
社会保険労務士等による事業所への相談支援等
を通じた雇用管理の改善は政策効果が高く、コ
ロナ禍においても感染防止対策を行いながら、
取組を継続していく必要がある。

高齢
（人材）

　外国人介護人材の受入を検討
する社会福祉法人等や介護サー
ビス施設・事業所の理解を促進
するため、外国人介護人材の受
入に係る制度（在留資格「介
護」、「特定技能１号」、外国
人技能実習制度及びＥＰＡ）に
関する研修を実施する。

回

　研修実施により、外国
人介護人材の受入を検討
する社会福祉法人等や介
護サービス事業所の理解
を促進し、外国人材の確
保に寄与した。 継続

　多様な介護人材を確保し、持続的かつ安定的
な介護サービス提供体制を確保する観点から、
外国人介護人材受入制度の理解を図る研修を開
催し、より多くの外国人介護人材が介護現場で
活躍する社会を実現することは極めて重要であ
り、取組を継続していく必要がある。また、ア
ンケートの結果を踏まえ、よりニーズに合った
研修内容について、検討を続ける。

高齢
（人材）

　介護施設等の実情に応じて策
定する介護ロボット・ＩＣＴ導
入計画に基づく介護ロボット・
ＩＣＴ導入費用に対して助成す
る。 事業所

　今年度から、一定の要
件を満たす事業所に対す
る補助率を4分の3に拡大
するなど、事業拡充を
図った結果、想定を大幅
に上回る申請があり、目
標以上の成果を達成する
見込み。

拡充

　さらなる介護ロボット・ICTの導入支援の充
実を図るため、現行の事業スキームで事業を継
続する。

高齢
（人材）

勤務環
境改善
支援 回

　昨年度、対応方針を策
定済みであることから
「北海道介護現場生産性
向上推進会議」の開催回
数を減らした。

事業所

　新型コロナウイルス感
染症の影響により、外部
コンサル介入を見送る等
の影響から目標を下回っ
たもの。

回

　第三者の支援による業
務改善を実施する介護老
人福祉施設など６事業所
をモデル事業所に選定し
助成を行ったところ。本
事業による業務改善成果
等についてフォーラムで
発表する等、全道介護事
業所に横展開していく。

高齢
（人材）

高齢
（人材）

労
働
環
境
・
処
遇
の
改
善

　介護現場における業務改善を図るため、現行
の事業スキームで事業を継続する。

業務モデル構築のた
めの事業者へ補助

介護現場課題共有・
情報発信等のための
フォーラム

継続

　集合研修に職員を参加させることができない
事業所や新型コロナウイルス感染対策として、
e-ラーニングによるWeb研修を実施し、研修に
参加しやすい仕組みを整備しており、新人介護
職員育成と職場定着を図るため、今後も継続し
て事業を実施する。

受講者数

介護従事者定着支援事業
（労働環境改善支援事
業）

労働環境改善等支援
専門員の相談利用回
数

外国人介護人材受入研修
事業

研修会

研修会

継続

介護ロボット等
導入事業所数

介護事業所生産性向上推
進事業

　道、介護事業者団体、民間企
業等で構成される「北海道介護
現場生産性向上推進会議」を設
置し、対応方針に基づく具体的
推進方策の実施、ガイドライン
による業務改善を推進。
　コンサルタントによる、ガイ
ドラインに沿った業務改善・職
場環境の改善等を図ろうとする
事業所をモデル事業所とし、業
務改善に係る費用の一部の補助
を行う。
　主に事業所を対象とした
フォーラムを開催し、モデル事
業の横展開や、事業所における
各種取組の紹介、意見交換等を
行う。

生産性向上推進会議

　目標を下回る見込みだ
が、指導的立場にある職
員のＯＪＴスキル等の向
上を図り、介護職員の資
質向上や離職防止に一定
程度寄与した。

労
働
環
境
・
処
遇
の
改
善

人材育
成力の
強化

介護職員等研修事業
（エルダー・メンター制
度導入支援研修）

　新人介護職員の育成と職場定
着を図るため、指導的立場や中
堅職員に対し、エルダー・メン
ター制度の導入やOJTスキル向
上等に関する研修を実施する。

介護ロボット導入支援事
業

地域づくりによる介
護予防推進事業成果
報告研修会受講市町
村数

いる。
　オンライン導入によ
り、市町村の受講しやす
さにつながっており、参
加する市町村は増加して
いると見込んでいる。
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事業の中間評価 所管課事業の名称 事業内容

Ｒ３年度 取組内容 達成(見込み)状況

※ 70%以下 又は

130%以上 の理由

今後の方向性

目標値（A）
見込み
（B)

差引
（B－A)

目 標
達成率

大
項
目

番
号

方向性 具体的な内容

中項目

子育て
支援

　介護職員の離職防止のため、
介護事業所内に保育所を設置し
た場合の運営費を補助する。

箇所

　事業の周知が進んだこ
とから、目標数を越えた
申請があったもの。

　予定どおりに事業を展
開している。補助を受け
た事業者においては、職
員の仕事と子育ての両立
が図られるとともに、事
業所内全体で子育てを支
える意識環境を醸成し、
子育て世代でも働き続け
られるロールモデルが示
されることで、職場定着
の促進につながっている
ことから、事業を継続し
ていくことが必要。

拡充

　コロナ禍において、補助要件を緩和したこと
で、小学校等の休校による子育て世代の介護職
員の支援に繋がっており、介護人材の職場定
着・離職防止を通じて、持続的克つ安定的な介
護サービス提供体制を確保する上で、重要な取
組であることから、取組を継続していく必要が
ある。

高齢
（人材）

緊急時介
護人材等
支援

　新型コロナ感染拡大防止のた
めに要する経費を支援する。

日

　令和３年12月より事業
開始。現在、補助が必要
な施設から申請書を受理
し、精算払いを行うため
の準備をしている。

継続

　引き続き、補助が必要な施設から申請を受け
付け、必要な補助金を算出、精算払いの準備を
進める。 地福

■社会福祉施設における
感染拡大防止対策事業

感染者発生が発生し
た事業所が、サービ
ス等を継続して提供
できるまでの復旧、
改善に要した日数

介護事業所内保育所運営
支援事業

補助事業者数
（保育所数）
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